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表1 内閣府における政策評価の結果及びこれらの政策への反映状況（個表） 

 

1 事前評価 

 

表1－(1) 規制を対象として評価を実施した政策（平成30年3月12日公表） 
政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（内閣府の規制を対象とする政策評価）

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/kisei/cao.html）参照 

№ 政策の名称 政策評価の結果の政策への反映状況 

1 特定非営利活動法人役員の欠格事由 

評価結果を踏まえ、本施策を盛り込んだ「成年被後見人等の権利の

制限に係る措置の適正化等を図るための関係法律の整備に関する法

律案」が平成30年3月13日に国会に提出された。 

2 
人工衛星等の打上げ及び人工衛星の

管理に係る許可 

評価結果を踏まえ、本施策を盛り込んだ「成年被後見人等の権利の

制限に係る措置の適正化等を図るための関係法律の整備に関する法

律案」が平成30年3月13日に国会に提出された。 

3 

衛星リモートセンシング装置の使用

に係る許可及び衛星リモートセンシ

ング記録の取扱いに係る認定 

評価結果を踏まえ、本施策を盛り込んだ「成年被後見人等の権利の

制限に係る措置の適正化等を図るための関係法律の整備に関する法

律案」が平成30年3月13日に国会に提出された。 

 

表1－(2) 租税特別措置等を対象として評価を実施した政策（平成29年9月1日公表） 
政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（内閣府の租税特別措置等を対象とする政策評価）

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/sotoku/cao.html）参照 

№ 政策の名称 政策評価の結果の政策への反映状況 

1 
地方における企業拠点の強化を促進

する税制措置の延長・拡充 

評価結果を踏まえ、左の特例措置について平成30年度税制改正要望を

行った結果、2年間の延長が認められ、本施策を盛り込んだ「所得税

法等の一部を改正する法律案」が平成30年2月2日に国会に提出され

た。併せて関係法令の改正も行う。 

2 
国家戦略特区における特別償却又は

投資税額控除等の延長 

評価結果を踏まえ、左の特例措置について平成30年度税制改正要望を

行った結果、対象事業の一部を見直したうえで2年間の延長が認めら

れ、本施策を盛り込んだ「所得税法等の一部を改正する法律案」が平

成30年2月2日に国会に提出された。併せて関係法令の改正も行う。 

3 
国家戦略特区における所得控除制度

の拡充及び延長 

評価結果を踏まえ、左の特例措置について平成30年度税制改正要望を

行った結果、2年間の延長が認められ、本施策を盛り込んだ「所得税

法等の一部を改正する法律案」が平成30年2月2日に国会に提出され

た。 

4 
国際戦略総合特区における特別償却

又は投資税額控除の拡充及び延長 

評価結果を踏まえ、左の特例措置について平成30年度税制改正要望を

行った結果、対象事業の一部を見直したうえで2年間の延長が認めら

れ、本施策を盛り込んだ「所得税法等の一部を改正する法律案」が平

成30年2月2日に国会に提出された。併せて関係法令の改正も行う。 

5 
地域データセンター整備促進税制の

創設 

評価結果を踏まえ、平成30年度税制改正要望において「地域データセ

ンター整備促進税制の創設」を要望した。 
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6 

港湾の民有護岸等（特定技術基準対

象施設）の耐震化の推進のための特

例措置の拡充・延長 

評価結果を踏まえ、平成30年度税制改正要望において「港湾の民有護

岸等（特定技術基準対象施設）の耐震化の推進のための特例措置の拡

充・延長」を要望した。 

7 

働く人のための保育の提供に取り組

む企業に対する税制上の優遇措置の

創設 

評価結果を踏まえ、左の特例措置について税制改正要望を行った結 

果、当該要望は認められ、本施策を盛り込んだ「所得税法等の一部を

改正する法律案」が平成30年2月2日に国会に提出された。 

 
2 事後評価 

 

表1－(3) 実績評価方式により評価を実施した政策（目標管理型の政策評価）（平成29年9月1日公表） 

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（内閣府の政策体系）

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/cao_h28.html）参照 

№ 政策の名称 
政策評価

の結果 

評価結果

の反映状

況 

政策評価の結果の政策への反映状況 

1 

【政策1施策1】 

公文書管理制度

の適正かつ円滑

な運用 

目標達成 
引き続き

推進 

レコードスケジュールの早期設定を着実に定着させるため、

引き続き周知を行うとともに、行政文書管理状況報告の取りま

とめを通じて行政機関における文書管理状況の精査、検討、分析

を行い、行政文書の適正な管理を推進し、公文書管理制度の円滑

な運営と効果的・効率的な実施を図る。 

＜予算要求＞ 

 公文書管理推進経費を計上。 

(平成30年度概算要求：2百万円)(平成30年度予算案額：2百万円) 

＜機構・定員要求＞ 

各府省におけるレコードスケジュール付与状況の確認、精査

（特定行政文書ファイル等を含む。）のため、必要な人員（専門

官1名）を要求した。 

＜制度改正＞ 

レコードスケジュールの設定割合は目標値を達成しているも

のの、その設定に当たって求められる歴史公文書等に該当する

か等についての判断をより精緻化するため、歴史公文書等の範

囲の明確化等を内容とする「行政文書の管理に関するガイドラ

イン」の一部改正を平成29年12月26日に行った。 

＜事前分析表の変更＞ 

 「平成28年度までにレコードスケジュールの設定割合を90％

以上とする」という目標値が達成されたことを踏まえ、平成29年

度以降は「毎年度レコードスケジュールの設定割合を93.8％（＝

平成27年度実績値）以上とする」という目標値に変更するととも

に、目標未達成時のみ政策評価を行うこととした。 

2 
【政策2施策1】 

重要施策に関す
目標達成 

引き続き

推進 

評価結果を踏まえ、引き続き政府の重要施策に関する広報を

各々テーマに応じた適切な広報媒体、実施時期を考慮して実施
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る広報 する。 

＜予算要求＞ 

広報活動を推進するため、次のとおり予算要求を行った。 

（平成30年度概算要求：6,810百万円） 

（平成30年度予算案額：4,586百万円） 

＜事前分析表の変更＞ 

的確な効果検証のため、平成28年度行政事業レビュー公開プ

ロセスでの指摘を踏まえ、平成29年度から測定指標の目標値の

設定方法を見直した。 

3 
【政策2施策2】 

国際広報の強化 
目標達成 

改善・見

直し 

評価結果を踏まえ、引き続き広報戦略に沿って、複数の広報媒

体を活用した機動的かつ柔軟な広報の実施を継続する。 

＜予算要求＞ 

広報活動を推進するため、次のとおり予算要求を行った（広報

ツールの一部である政府海外広報アプリは、29 年度限りで廃

止）。 

・国際広報の強化 

  （平成 30年度概算要求：4,204百万円） 

  （平成 30年度予算案額：3,598百万円） 

＜事前分析表への反映＞ 

既存の測定指標を引き続き採用し、経年の効果測定に役立て

る。 

4 

【政策3施策4】 

サービス業の生

産性向上の推進 

目標達成 
その他 

（注1） 

本施策は予定どおり平成28年度で終了。 

5 

【政策3施策5】 

民間資金等活用

事業の推進（PFI

基本方針含む） 

相当程度

進展あり 

引き続き

推進 

＜予算要求＞ 

多様なＰＰＰ／ＰＦＩの活用の一層の推進を図るため、平成

30年度概算要求（326百万円）を行った（平成30年度予算案額：

171百万円）。 

6 
【政策3施策6】 

市民活動の促進 
目標達成 

引き続き

推進 

＜予算要求＞ 

引き続き、国民に分かりやすい情報発信を目指し、システムの

強化に努めるとともに、改正特定非営利活動促進法の施行後の

制度周知を行い、所轄庁と密に連携しながら、法の円滑な施行等

に取り組むため、平成30年度概算要求（92百万円）を行った（平

成30年度予算案額：70百万円）。 

7 

【政策3施策7】 

「絆力（きずなり

ょく）」を活かし

た被災者支援の

推進 

目標達成 
引き続き

推進 

＜予算要求＞ 

被災地等の復興・被災者支援を図っていくため、NPO等の「絆

力（きずなりょく）」を活かした復興・被災者支援事業に係る平

成30年度概算要求（203百万円）を行った（平成30年度予算案額：

203百万円）。 

＜事前分析表の変更＞ 

目標の達成度合いの測定結果を踏まえ、当該目標について見

直しを行い、新たな目標を設定することとした。 
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8 

【政策4施策1】 

「環境未来都市」

構想の推進 

相当程度

進展あり 

改善・見

直し 

＜予算要求＞ 

未来に向けた技術、仕組み、サービス、まちづくりで世界トッ

プクラスの成功事例を生み出し、国内外への普及展開を図る重

要な施策である「環境未来都市」構想の推進に加え、それを更に

発展させ、地方公共団体における持続可能な開発目標（ＳＤＧ

ｓ）の達成に向けた取組の推進するため、平成30年度概算要求

（1,247百万円）を行った（平成30年度予算案額：532百万円）。 

＜事前分析表の変更＞  

「まち・ひと・しごと創生総合戦略2017改訂版」（平成29年12

月22日閣議決定）において「地方公共団体における持続可能な開

発目標（ＳＤＧｓ）の達成に向けた取組の推進」が盛り込まれた

ことを踏まえ、達成すべき目標を加筆・修正した。 

また、測定に当たっては、「まち・ひと・しごと創生総合戦略

2017改訂版」における主な重要業績評価指標として記載された

「平成32年（2020年）までのKPI都道府県及び市区町村における

ＳＤＧｓの達成に向けた取組の割合：30％」を新たな測定指標と

して追記した。 

これらの達成手段として、「ＳＤＧｓ未来都市」の選定、「自治

体ＳＤＧｓモデル事業」に対する資金的支援、関係省庁で構成す

るタスクフォースによる省庁横断的支援、国際フォーラムによ

る普及促進活動等を追記した。 

9 

【政策4施策3】 

地方創生リーダ

ーの人材育成・

普及の推進 

相当程度

進展あり 

引き続き

推進 

評価結果を踏まえて、以下の措置を行った。 

＜予算要求＞ 

引き続き、地方創生リーダー人材の育成・確保を推進していく

必要があることから、「プロフェッショナル人材事業」及び「地

方創生カレッジ構築事業」に係る平成30年度概算要求（831百万

円）を行った（平成30年度予算案額：298百万円）。 

10 

【政策4施策4】 

地方創生推進に

関する知的基盤

の整備 

目標達成 
引き続き

推進 

＜予算要求＞ 

地方創生の実行段階において、引き続き行政と住民や産官学

金労言等の一体となった取組を加速させるための情報支援とし

て、ＲＥＳＡＳの利用を促進する取組の強化が必要であり、平成

30年度概算要求（146百万円）を行った（平成30年度予算案額：

137百万円）。 

＜事前分析表の変更＞ 

本施策の測定指標について、ＲＥＳＡＳの普及促進を図る重

要な取組として、「政策アイデアコンテストの開催回数」を追加

した。 

11 

【政策4施策5】 

国家戦略特区の

推進 

目標達成 
引き続き

推進 

評価結果を踏まえ、引き続き、国家戦略特別区域において、規

制改革等の施策を総合的かつ集中的に推進する。 

＜予算要求＞ 

規制改革等の施策を総合的かつ集中的に推進するため、平成

30年度概算要求を行った（平成30年度予算案額：300百万円（前
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年度予算額：287百万円））。 

＜事前分析表への反映＞ 

既存の測定指標を引き続き採用し、時点更新を行うとともに、

引き続き目標達成に向けて取組を継続する。 

12 

【政策4施策6】 

中心市街地活性

化基本計画の認

定 

目標達成 
引き続き

推進 

評価結果を踏まえて、以下の措置を行った。 

＜予算要求＞ 

中心市街地活性化を推進するため、平成30年度概算要求（30百

万円）を行った（平成30年度予算案額：8百万円）。 

＜制度改正＞ 

定期フォローアップの結果を踏まえ、「このままでは目標達成

可能とは見込まれない」と自己評価した地方公共団体に対して

ヒアリングを実施し、必要に応じ改善方策の検討について助言

するなど、目標達成に向けた取組を推進している。 

また、「中心市街地の活性化に関する法律」に基づく「中心市

街地の活性化を図るための基本的な方針」を変更し、認定基本計

画の実施状況についての評価の実施等に係る記載内容の充実を

図るため、定期的に情報共有等を図るための関係府省庁連絡会

議の開催、定期フォローアップを踏まえた認定基本計画の見直

し等についての助言の実施、認定基本計画における成功事例の

分析、公表等に関する記載を追加することとした（平成30年3月

時点）。 

13 

【政策4施策7】 

構造改革特区計

画の認定 

相当程度

進展あり 

引き続き

推進 

＜予算要求＞ 

地域の特性に応じた規制の特例措置を活用した地域活性化を

推進するため、平成30年度概算要求（11百万円）を行った（平成

30年度予算案額：11百万円）。 

14 
【政策4施策8】 

地域再生の推進 
目標達成 

引き続き

推進 

＜予算要求＞ 

地域再生法に基づき、地方公共団体が行う自主的かつ自立的

な取組による地域経済の活性化、地域における雇用機会の創出

その他の地域の活力の再生を総合的かつ効果的に推進するた

め、平成30年度概算要求（427百万円）を行った（平成30年度予

算案額：336百万円）。 

15 
【政策4施策9】 

総合特区の推進 

相当程度

進展あり 

（注2） 

引き続き

推進 

＜予算要求＞ 

国際競争力の強化、地域活性化のための包括的かつ先駆的チ

ャレンジに対し総合的に支援する総合特区に関する計画の実現

を支援するため、関係府省の予算制度を重点的に活用した上で

なお不足する場合に、関係府省の予算制度での対応が可能とな

るまでの間、機動的に補完する総合特区推進調整費を計上。 

（平成30年度概算要求：1,500百万円） 

（平成30年度予算案額：400百万円） 

16 

【政策4施策10】 

地方版総合戦略

に基づく取組の

その他 

（注3） 

改善・見

直し 

＜予算要求＞ 

地方創生の新展開を図ることを目的として、地方公共団体が

自主的・主体的に実施する先導的な取組を支援する必要がある

5



推進 ことから、平成30年度概算要求（107百万円）を行った（平成30

年度予算案額：100百万円）。 

＜事前分析表の変更＞ 

地方創生推進交付金の申請要件に重要業績評価指標（ＫＰＩ）

の設定とそれに基づくＰＤＣＡサイクルの実施が盛り込まれた

ことから、本施策の成果指標のうち、交付金対象事業のうち、Ｋ

ＰＩを設定した事業の割合を削除し、新たな成果指標の設定を

検討することとした。 

17 

【政策5施策1】 

地方分権改革に

関する施策の推

進 

相当程度

進展あり 

引き続き

推進 

・住民が地方分権改革の成果を実感でき、また、地方が取組を進

めるためのノウハウを把握できるようにするため、改革の成

果を活かした地方の独自の取組や工夫、国の取組等について、

地方分権改革推進室のＨＰやFacebook・Twitter等のＳＮＳ、

シンポジウム、都道府県・指定都市向け研修会等を活用した効

果的な情報発信を行い、普及啓発を図る。 

＜予算要求＞ 

地方分権改革を推進するため、平成30年度概算要求（43百万

円）を行った。 

＜事務改善＞ 

地方分権改革推進室ＨＰへのアクセス件数及びＳＮＳ関連指

数の増加等を通じ、国の取組等について普及啓発を図るため、 

① アクセシビリティ向上のため、ＨＰのトップページを改修 

② 地方分権の成果事例をＳＮＳに掲載し、個別に紹介する 

等の改善を図った。 

＜事前分析表への反映＞ 

経過を観察することから、測定指標に今年度の変更なし。 

18 

【政策7施策1】 

原子力の研究、

開発及び利用に 

係る政策の検討・

情報発信等 

目標達成 
引き続き

推進 

原子力委員会では、公開で会議を開催し、原子力の研究開発利

用に関し幅広くヒアリング等を継続して実施するとともに、関

係省庁等の原子力の研究開発利用に関し意見を述べる等の活動

を行っている。 

平成29年度においても、会議後には議事録等をホームページ

において公開するなど、我が国の原子力に関する活動の情報発

信を着実に実施した。 

＜予算要求＞ 

原子力の研究、開発及び利用に係る政策の検討・情報発信等を

行うため、平成30年度概算要求（149百万円）を行った。（平成

30年度予算案額：124百万円） 

19 

【政策9施策1】 

防災に関する普

及・啓発 

目標達成 
引き続き

推進 

評価結果を踏まえて、以下の措置を行った。 

＜予算要求＞ 

・防災に関する普及・啓発を推進するため、平成30年度概算要求

（596百万円）を行った（平成30 年度予算案額：526百万円）。 

20 
【政策9施策2】 

国際防災協力の

相当程度

進展あり 

引き続き

推進 

評価結果を踏まえて、以下の措置を行った。 

＜予算要求＞ 

6



推進 ・国際防災協力を推進するため、平成30年度概算要求（279百万

円）を行った（平成30年度予算案額：267百万円）。 

21 

【政策9施策3】 

災害復旧・復興

に関する施策の

推進 

目標達成 
引き続き

推進 

政策評価を踏まえて、以下の措置を行った。 

＜予算要求＞ 

・災害復旧・復興に関する施策を推進するため、平成 30年度概

算要求（104百万円）を行った。（平成 30年度予算案額：82百

万円） 

＜機構・定員要求＞ 

・災害発生時の復旧・復興に係る業務の体制強化及び大規模災害

時の被災者住宅確保の支援方策等検討業務等に係る体制整備

を図るため、専門官1名の新規定員要求を行った。 

22 

【政策9施策4】 

地震対策等の推

進 

相当程度

進展あり 

引き続き

推進 

政策評価を踏まえて、以下の措置を行った。 

＜予算要求＞ 

・地震対策に関する施策を推進するため、平成 30年度概算要求

（1,231百万円）を行った。（平成 30年度予算案額：1,112百

万円） 

＜機構・定員要求＞ 

・近年の地震災害等を踏まえた地震防災体制の強化を行うため、

主査1名の新規定員要求を行った。 

23 

【政策9施策5】 

防災行政の総合

的推進 

目標達成 
引き続き

推進 

評価結果を踏まえて、以下の措置を行った。 

＜予算要求＞ 

・災害救助法に基づく応急救助に要する費用のため、平成 30年

度概算要求（1,883百万円）を行った。（平成 30年度予算案額：

1,882百万円） 

＜法定計画の修正＞ 

・平成28年4月熊本地震、平成28年台風第10号災害等を踏まえ平

成29年4月11日付けで、防災基本計画を修正した。 

・次回の修正に向け、関係省庁と協議を進めた。 

24 

【政策10施策1】 

原子力防災対策

の充実・強化 

相当程度

進展あり 

引き続き

推進 

＜措置状況＞ 

・原子力災害対策の充実・強化は、住民の安全・安心のために重

要であり、地域原子力防災協議会の活動を核とし、地域防災計

画・避難計画の策定、必要な資機材・設備・施設等の整備や、

防災訓練の実施等を引き続き進めていく。 

＜予算要求＞ 

緊急時用連絡網の整備及び防災資機材の整備等を支援し、地

方公共団体の防災体制の更なる充実・強化を推進するために、平

成 30 年度概算要求（21,509 百万円）を行った（平成 30 年度予

算案額： 14,879百万円）。 

＜事前分析表の変更＞ 

・「平成30年度実施施策に係る事前分析表」の達成手段に原子力

災害時避難円滑化モデル実証事業を追加した。 

25 【政策12施策4】 進展が大 引き続き すべての国民がバリアフリーを認知することは重要であり、

7



バリアフリー・

ユニバーサルデ

ザイン推進に関

する広報啓発、

調査研究等 

きくない 推進 今後も引き続き認知度 100％を目指していく必要があることか

ら、バリアフリー・ユニバーサルデザイン推進功労者表彰を実施

し、バリアフリー・ユニバーサルデザインの推進について顕著な

功績又は功労のあった個人又は団体を顕彰するとともに、事例

をＨＰに掲載することにより、バリアフリー・ユニバーサルデザ

インに関する優れた取組を広く情報提供し、普及・啓発を行って

いく。 

＜予算要求＞ 

バリアフリーデザインの推進・普及を図るため、平成30年度概

算要求（4百万円）を行った（平成30年度予算案額：4百万円）。 

26 

【政策12施策6】 

交通安全対策の

総合的推進 

進展が大

きくない 

引き続き

推進 

＜予算要求＞ 

高齢運転者による交通事故防止対策のための普及啓発事業及

び調査、地域の実情等を踏まえた交通安全活動を支援する事業、

交通指導員等の資質の向上のための研修等を推進するため、平

成 30年度概算要求（129百万円）を行った（平成 30年度予算案

額：89百万円）。 

＜事業の改善＞ 

・ 高齢運転者による交通事故防止対策について、交通対策本部

の下に関係省庁局長級の「高齢運転者交通事故防止対策ワー

キングチーム」を設置して対策を取りまとめ、当該取りまとめ

に記載の取組を緊急かつ強力に推進することを交通対策本部

において決定し、関係省庁と一体となって対策を推進した。 

・ 各地域の交通安全リーダー等に対する啓発活動を推進する

など、地域において必要な交通安全に資する事業の推進を支

援する地域提案型交通事業を推進した。 

・ 春・秋の全国交通安全運動期間中、関係省庁、地方公共団体

及び関係団体と協力して広報啓発事業を推進し、国民の安全

意識の高揚を図った。 

27 

【政策13施策3】 

東日本大震災に 

よる女性の悩み・ 

暴力に関する相

談事業 

目標達成 
引き続き

推進 

評価結果を踏まえて、以下の措置を行った。 

＜予算要求＞ 

被災3県における地元行政機関の相談機能の回復を図るため、

臨時相談窓口の設置、相談員の研修等を実施してきたところ。評

価結果においては目標を達成しており、かつ相談件数が減少傾

向にあることから、臨時相談窓口の設置を福島県のみに縮小及

び地元行政機関への円滑な移行を行うとともに、平成30年度概

算要求（22百万円）を行った（平成30年度予算案額：22百万円）。 

28 

【政策15施策1】 

公益法人制度の

運営と認定・監

督等の実施 

相当程度

進展あり 

引き続き

推進 

＜予算要求＞ 

・  利用者の問題意識を踏まえた電子申請システムの改修を行

い、利用者の利便性向上を図る 
・ 職員による立入検査を適切に実施することにより、適正な法

人運営の確保を図る 
ために必要な経費を要求。 
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（平成 30年度概算要求：269百万円） 
（平成 30年度予算案額：260百万円） 
＜制度改正＞ 

・ 公益法人の多様な収入源を確保するため、公益法人の寄附税

制の整備として、評価性資産寄附へのみなし譲渡所得税の非課

税承認を受けるための要件の緩和等が決定された（平成30年度

税制改正の大綱）。 

29 

【政策16施策3】 

人材育成、能力

開発 

相当程度

進展あり 

引き続き

推進 

＜予算要求＞ 

経済社会活動についての経済理論等の研修実施及び政策研究

を行う人材育成のため、平成 30年度概算要求（10百万円）を行

った（平成 30年度予算案額：10百万円）。 

＜事前分析表の変更＞ 

28年度をもって語学研修を終了したため、それに関する指標

を削除した。また、政策評価有識者懇談会委員からの指摘に基づ

き、事業の全体像（B/C等）を把握するための参考指標として研

修受講者数を追加した。 

30 

【政策17施策1】 

迎賓施設の適切

な運営 

相当程度

進展あり 

引き続き

推進 

＜予算要求＞ 

引き続き、観光立国の推進に資するよう、通年での一般公開を

実施するため、平成30年度概算要求（1,165百万円）を行った。 

また、各国賓客の招待外交の表舞台に相応しい迎賓館として

の施設面・運営面の整備・充実を図るため、平成30年度概算要求

（56百万円）を行った。 

（平成30年度予算案額：1,194百万円） 

＜事務改善＞ 

・ 参観者の満足度向上、リピーターの増加に向け、季節等に応

じた特別企画とともに夜間公開を実施した。 

・ 「特別開館」の実施に係る規定の整備を行い、事例の積み重

ねに努めた。 

31 

【政策20施策2】 

子ども・子育て

家庭の生活安定

化等の推進 

目標達成 
引き続き

推進 

家庭等における生活の安定と次代の社会を担う児童の健やか

な成長のため、児童を養育している者に児童手当の支給を行っ

ている。その認定請求を勧奨するため、国から自治体向けに広報

資料の作成やホームページへの掲載等を行い、また、自治体にお

いては、出生届提出の際に児童手当の認定請求の案内を行う等

により、引き続き、適切な支給を行う。 

＜予算要求＞ 

引き続き、児童手当の適切な支給を行うため、平成30年度概算

要求（1,379,547百万円）を行った。（平成30年度予算案額：

1,379,547百万円） 

32 

【政策24施策1】 

民間人材登用等

の推進 

相当程度

進展あり 

引き続き

推進 

官民人事交流及び早期退職募集制度の円滑な実施に寄与する

ため、引き続き現在の施策を推進する。 

（平成30年度概算要求：98百万円、平成30年度予算案額：62百万

円） 
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＜事前分析表の変更＞ 

測定指標1・2ともに、これまでの実施状況を踏まえて、平成30

年度実施施策に係る事前分析表の目標値を変更することとし

た。 

（注）1 「一億総活躍社会の実現に向けて緊急に実施すべき対策」（平成27年11月26日一億総活躍国民会議決

定）に基づき平成27年度及び28年度に実施することとされた施策であることから、平成28年度に施策

が終了したものである。 

2 評価書の公表時点で、目標達成度合いを判断するためのデータが間に合わなかったため、共通5区分

による評価を行っていないが、平成29年10月時点のデータを基に評価を行った場合の区分を記載して

いる。 

3 評価書の公表時点で、目標達成度合いを判断するためのデータが間に合わなかったため、共通5区分

による評価を行っていないものである。 

 

表1－(4) 総合評価方式により評価を実施した政策（平成29年3月24日公表） 

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト（内閣府の一般分野の政策を対象とする政策評価

（総合評価方式）） 

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/ippansogo/cao.html）参照 

№ 政策の名称 政策評価の結果 政策評価の結果の政策への反映状況 

1 
アルコール健康障害対

策の推進 

一定程度進展が見られた 平成29年4月に厚生労働省へ移管 
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